
重層的支援体制整備事業について（イメージ）

○ 相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止める。受け止めた相談のうち、複雑化・複合化した事例
については多機関協働事業につなぎ、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な連携のもとで支援できるようにする。

○ なお、長期にわたりひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人の場合には、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業により本
人との関係性の構築に向けて支援をする。

○ 相談者の中で、社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人には参加支援事業を利用し、本人のニーズと地域資源の間を調整する。
○ このほか、地域づくり事業を通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、他事業と相まって地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止をめ
ざす。

○ 以上の各事業が相互に重なり合いながら、市町村全体の体制として本人に寄り添い、伴走する支援体制を構築していく。
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「相談支援事業」、「参加支援事業」、「地域づくり支援事業」の相互関係

重層的支援体制整備事業

○「相談支援事業」、「参加支援事業」、「地域づくり支援事業」の３つの事業について、それぞれが連携し、一体的に実施されることで、
以下のような効果が期待される。
➢ 相談支援事業で浮かび上がったニーズについて、参加支援事業を通じてオーダーメイドの社会参加のメニューが実現する。また、参加
支援事業の活動を通じて把握される本人の状況を踏まえた相談支援事業を行うなど支援の充実が図られる。（相談支援事業の充実・社会
参加メニューの充実）

➢ 地域づくり支援事業と参加支援事業の推進により、企業等も含めた多様な主体について地域活動への参加がすすみ、地域において多様
な居場所や社会資源が開拓される（地域資源の開拓）

➢ 地域づくり支援事業の推進により、地域で人と人との多様なつながりがつくられ、一人ひとりが社会参加できる地域になるともに、地
域住民の気づきが生まれやすくなり、課題を抱える個人が相談支援事業へ早期に繋がりやすくなる。（地域の支え合い）

○ 多様なつながりが生まれやすくする環境整備を進めるためには、行政、株式会社やNPO法人等の多様な民間主体、地域住民等が出会い、
学びあうことができること（プラットフォーム機能）が効果的である。

・ 地域において、多様な居場所や
役割を発揮する場が増加すること
により社会参加の機会が広がる。
・ 民間企業等の経験や知識等を有
する主体が、地域活動へ参加する
ことにより、新たな社会資源等の創
出につながる。

Ⅰ 相談支援事業 Ⅱ 参加支援事業

Ⅲ 地域づくり支援
事業

・本人、世帯の属性にかかわらな
い相談の受け止め、支援機関の
ネットワークでの対応
・アウトリーチも含め、継続的に
つながり続ける伴走支援

地域と支援関係機関
とのつながり

本人や多様な民間主体と
地域とのつながり

企業など他分野の
地域活動への参加

課題に対応した
地域づくり

居場所等の
社会資源の活用

・社会とのつながりを回復する支援
・本人のニーズ等を踏まえ社会資源
を活用した多様な支援

・属性を超えて交流できる場や
居場所の確保
・住民同士の顔の見える関係性
の育成支援

多様な民間主体、地域
住民等が出会い、学び
会う場

課題を抱える者と
社会とのつながり

オーダーメイド
の支援

活動状況踏まえた
相談支援

・ 住民主体の地域活動等を通じて、地
域において困り事を抱えた人や、気に
なる世帯の情報を得られることにより早
期の支援につながる。
・ 地域において「支え合い」の意識が醸
成されることにより、災害発生時の支
援体制の充実など地域課題への対応
も図られる。

気づき・見守り
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地域づくりに向けた取組① －世代や属性を超えて交流できる場や居場所の整備－

 血縁、地縁、社縁といった共同体機能が脆弱化する中、人

と人、人と地域がつながり支え合う取組が生まれやすいよう

な環境を整え、緩やかなつながりによる見守りなどのセーフ

ティーネットの充実を図っていく必要がある。

 既存制度に基づく拠点を包含する事業（※）であり、各

制度の基準を満たす場において、各制度が対象としている高

齢者・障害者・子育て中の親子・生活困窮者の居場所を確保

した上で、すべての住民を対象として地域における交流の場

や居場所の確保を進めていく。

（※）包括化の対象事業････【介護】一般介護予防事業（地域介護予
防活動支援事業）、生活支援体制整備事業、【障害】地域活動支
援センター事業、【子ども】地域子育て支援拠点事業、【困窮】
生活困窮者の共助の基盤づくり事業

 各拠点が担う役割を決定する際には、支援ニーズや市町村

全体の資源等の把握等を行い、地域住民や支援関係機関等の

関係者で議論する場を設けることが重要。

基本的な考え方 支援の展開

 既存の拠点等の利活用

・ 個別の拠点単位で見ると、地域の支援ニーズや各拠点の問題意

識に合わせて、各個別制度では直接に対象としていない者も利

用できる多世代・多属性の活動の場として運営することも可能。

※ 個々の拠点内の空間・時間で区分する（部屋を使い分ける・ス
ペースを区切る、日・時間帯を分ける等）などの工夫により、既存
制度による対象者別の場の特長を保ちつつ、多機能化する方法も考
えられる。

・ 市町村全体で、すべての住民を対象として居場所や地域参加の

場が提供されることを目指す。

※ 市町村の中では、従前通りの特定の属性や世代に特化したかたち

を維持する拠点と、新たな事業を契機として多属性・多世代に対す
る支援を実施するものなどが混在することも考えられる。

 新たな場の確保 ※ 以下の内容はあくまでも例示であり、地域性を活かした

創意工夫による実施・運営が重要

・ 多世代型のサロンや地域食堂、コミュニティカフェなど、世代

や属性を限定しない居場所や交流の場を新設することも可能。

・ 民間のカフェやフリースペースなどの経営主体と連携協定を締

結、または他省庁取組として実施されている活動（例 小さな

拠点、空き家再生等推進事業）等と連携させるなど柔軟な創意

工夫により、既存の場が持つ役割を拡張するといった手法も考

えられる。
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地域づくりに向けた取組② － 個別の活動や人のコーディネート －

【コーディネーターに求められる役割】

 地域住民の創意や主体性を支えつつ、「人と人」、「人

と資源」をつなぎ、顔の見える関係性や気にかけあう関係

性が地域で生まれるよう促していく。

 地域の課題の掘り起こしや困りごとの解決に直結する福

祉的な活動だけではなく、楽しそう、面白そうといった興

味・関心から地域におけるつながりが生まれる場や取組に

も着目した環境整備が図れるよう、これまではつながりの

薄かった異なる分野の取組と積極的なつながりをもつこと

も重要である。

 地域の中に多様な活動や選択肢が存在していることが重

要であり、地域づくり事業の展開において既存の地域住民

による取組の継続を妨げることがないように留意する必要

がある。

基本的な考え方 支援の展開

 地域において実施されている事業や活動等を把握し、分野横断

的な取組の展開を図る

・ 啓発活動等による機運の醸成に向けた取組や、地域住民が活動

を開始し継続するための情報提供等のサポート体制の構築、対

話の中から新たな気づきや展開が生まれる「場」づくりを支え

ていく。（「場」については、必ずしも拠点を指すものではな

く、イベント等のきっかけづくりなど様々な形態があり得る）

・ 現存する地域の活動や取組に関する情報を共有し、その価値を

正当に評価する機会（発表会や表彰式等）を持つことが相互理

解を深め、有用感や継続性を高めることにつながる。

 各拠点での活動内容、対象とする利用者層を共有し、連携を強

化することで市町村全体がチームとして適切な支援や活動が提

供できる体制を整備する。特に、既存のコーディネート人材の

活用も重要であるが、対象拡大等の業務負担を勘案した体制づ

くりが必要となる。

 既存の事業や活動等においてコーディネーター的な役割を担う

人材同士（例 集落支援員、地域おこし協力隊）がつながり、

目的や機会を共有することにより、取組を発展させるという視

点も重要である。
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地域づくりの展開イメージ（既存の拠点がきっかけになった取組例）

拠点での活動がきっかけになり、コーディネーターの働きかけや後方支援により、活動
内容や主体が広がっていった例

・一人の気づきから、それに共感
した住民同士のつながりが強化
され、住民が主体となった分野
横断的な取り組みが創出された。

・地域住民の気づきや思いをコー
ディネーターが応援し、情報提
供などのアドバイスを行ったこ
とにより、立ち上げが円滑に行
われ、取組の継続性も高まった。

地域子育て支援拠点事業（子育てひろば）に高齢者がボランティアとして参加し、育
児の先輩として子育て世代と交流。

自治体に地域づくり事業におけるコーディネーターが配置され、各分野の拠点等にお
いて、分野を問わず、多様な活動やイベントについての情報周知を行ったり、ボラン
ティア同士が交流する機会ができた。

他分野の情報に触れる中で、ボランティアの一人が地域活動支援センターで開催され
たイベントにもボランティア参加し、「一人暮らしの高齢者や障害を持った人など、
誰でも気軽に集える場が身近にはない」と気がつき、コーディネーターの応援を得な
がら仲間を増やし、地域住民が運営する「地域の居場所」を創出することになった。

取り組みの経過 地域の変化

地域子育て支援拠点にボラン
ティアとして参加するように
なった

拠点で、高齢者や障害分野の情
報についても耳にし、イベント
などを手伝う機会があり、様々
な人々と触れ合う中で、地域の
状況が気になり始めた…

地域における既存の拠点と
連携しながら、誰もが参加
できる地域の居場所づくり
を開始

何か、私たちに出来
ることはないかしら？

※活動を行うための場所
については、内容や地
域の実情により様々で
あり、空き時間等に、既
存の拠点を場所として
利活用することも考えら
れる。

小学生の居場所と
して、子ども食堂
を実施

小学生に
なった子が
気になる･･･

共助の基盤づくり事業

地域子育て支援拠点

障害を持つ人
への支援も手
伝ってみよう･･･
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地域づくりの展開イメージ（既存の仕組みや事業等を活かした取組）

福祉分野ではない他分野の事業や民間の取り組みや人材を活かしながら、多様な地域づく
りが広がっていく例

 他省庁の事業、企業による地域貢献、地域おこし、農林水産業、商業、工業、交通、など
これまで結節していなかった取組がつながることで、福祉分野の地域づくりも発展。

 小さな拠点、地域運営組織、地域おこし協力隊、村落支援員、都市再生法人、SDGｓ、リノベーション、
再分配法人、ふるさと納税、能副連携、地域再生、防災、空き店舗対策、住宅セーフティーネット 等

商工会が行っている商店街のイベントを通じ、地域を活性化し、より継続性のあるものにし
たいと検討。地域おこし協力隊等の人材がつなぎ役となり、地域住民へのアンケート調査を
自治会、社会福祉協議会と協力して実施。

アンケートの結果から、「子どもの職業体験」のイベントを開催。

体験イベントで子どもの様子を知った商店が、駄菓子販売とたまり場スペースを作って放課
後の小学生の居場所づくりをしたり、子育て中の母親同士がつながり、サークル活動として
子育て情報を発信するフリーペーパーの作成などを始めるなど、多様な活動が生まれる。

取り組みイメージ

・ 自治会・社協の協力を得て実施し
た住民アンケートを基に開催

商店街の呉服店が、駄菓子販売と
たまり場スペースを設置

呉服店に子どもの居場所

商工会

子育て支援フリーペーパー

コーディネート機能を担う人材が異なる
分野の取組（人や活動）をつなぐ

・ これまではつながっていなかった人や活
動、仕組み等が出会うことにより、新た
な視野がひろがる

・ つながりや視野が広がることにより、新
たな活動が生まれやすくなる

・地域の暮らしを構成する多様な関係

者が、これからの地域づくりの方

向性を共有でき、それぞれの取組
に参画し合い、協働することによ

り、更なる発展可能性を高めてい

く。

・安心して暮らせる、いきいきと楽し

める等といった複数の目的を持っ

たまちづくりの展開が期待できる。

地域の変化

自治会
商店街で子どもの一日職業体験
イベントを開催

社協

まちにある空きスペース
が地域活動の場になる

米屋の元倉庫を活用して、地域食
堂、高齢者の通いの場が始まる

イベントでつながったママ
グループが、子育てに役立
つ情報を発信

・ 児童館など公的な遊び場とは異
なる、子どもの“ちょっとした”居
場所となる。

・母親たちの参加の場となる

・ 子育て支援事業者との共働に
つながる

・ 高齢者の集まる場や子どもと大
人がつながれる機会を作りたい
という声が上がる

・ 商工会の仲介から、米屋がかつ
て倉庫として使っていた空き家
を安価な利用料で貸し出し、活
動の拠点となる。
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地域づくりに向けた取組③ － 多分野がつながるプラットフォームの展開 －

 実施市町村においては、①多様な場・居場所づくりや、

②地域活動等のコーディネートなど、地域づくりに向けた

プロセスの活性化や発展のため、分野、領域を超えた地域

の多様な主体が出会い、つながりの中から更なる展開を生

む機会となるプラットフォームの形成を意識。

 様々な関係者が、互いの強みを持ち寄り、互いの目指す

方向性や社会資源を共有し学びあうことにより、それぞれ

の弱みを補いあうだけではなく、地域における活動の継続

性を高め、既存の活動を活性化することにつながる。

 こうした地域の“プラットフォーム”は、地域に一つではな

く多様に存在していることが重要であり、多様性を確保す

るためには、既存の協議の場も活用して整備していくこと

が求められる。

基本的な考え方 プラットフォームに求められる役割

フィールドワークによる地域の人と資源の確認

• 地域づくりは、地域に「ある」ものを活かす視点が不可欠

• 地域住民や活動している団体等とフラットな関係を気づく中

で、地域の人や資源（人・場・活動・サービス・情報等）の現

状を確認することが必要。

• 既に住民のつながり、支え合いにつながる活動が行われてい

る場合は、活動内容と価値を共有し、学ぶ機会（例 住民を含む

協議の場等）を設け、重要性・価値感を共有する。

※ 制度や事業等の特定の枠組みを当てはめようとするのではなく、

現在の活動の形や問題意識を尊重することが重要

 様々な分野が集い、関係性を深めるための場（プラッ

トフォーム）の設定

• 地域の多様な主体が情報交換、協議をすることができる機会

を設定することにより、人、場、活動、サービス、情報等の地

域の資源がつながり、活動の継続や発展を促すことにつながる。

• 福祉分野に限らず、様々な分野の活動が出会い、新たな気づ

きを得て、アクションが起きやすい環境を整備するためには、

地域や暮らしを構成する幅広い関係者間を橋渡しするような

コーディネート機能が求められる。
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プラットフォームの展開のイメージ

興
味
・
関
心
か
ら
始
ま
る
活
動

個
別
支
援
（
相
談
支
援
）

地
域
課
題
の
解
決
を
目
指
し
た

地
域
づ
く
り

• 個別支援から派生する社会資源の
創出、仕組みや工夫の考案の促進

• 居場所づくり、生きがいづくり
• 多様な社会参加、社会とのつながり
づくり

• 多分野・多世代がつながるまちづくり
• 社会参加の場の充実（担い手不足
をきっかけとする）

• 共通の興味・関心から生じるつながり
• 住みよい地域をつくる

よ
り
豊
か
な
く
ら
し
を
目
指
し
た

ま
ち
づ
く
り

新たな出会い、
気づきから始まる
「地域づくり」の
プラットフォーム

出典：第４回「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働に関する検討会」資料を改編

重層的支援体制整備事業における「プラットフォーム」とは、分野、領域を超えた地域づくりの担い手が出会

い、新たなつながりの中から更なる展開を生むための“場” （拠点だけではなく、機会等も含む）を指す。

こうした地域のプラットフォームは、地域に一つではなく多様に存在していることが重要であり、多様性を確

保するためには、既存の協議の場等を把握し、活用しながら整備していくことが求められる。

行政主導の展開ではなく、これまでつながりが薄かった様々な関係者が新たに出会い、気づきや学びを得て、

目指す方向性や将来像を共有しながら、地域における多種多様な活動が活性化されていくプロセスが、地域自

体の継続性を高めることにもつながっていく。
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